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答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

    本件審査請求については、棄却されるべきである。 

 

第２ 審理関係人の主張の要旨 

  １  審査請求人（以下「請求人」という。）の主張の要旨 

   請求人は、次のとおり、原処分（生活保護変更処分）は違法又は不当である

と主張しているものと解される。 

(1) 「生活保護法による保護の実施要領について」（昭和36年４月１日付け厚

生省発社第123号厚生事務次官通知。以下「次官通知」という。）第８の３

(2)イ(ｱ)において、収入認定の対象は「仕送りや贈与等、社会通念上収入と

認定するもの」と記載されており、Ａ証券会社の証券口座（以下「Ａ証券口

座」という。）を開設したことに伴って入金された4,000円（以下「本件収

入」という。）は、収入と認定するものに該当しない一時的な臨時収入であ

るから、収入認定されるべきものではない。 

(2) 仮に本件収入を収入認定するのであれば、収入認定基準に基づき月額

8,000円の控除が適用されるべきである。 

 ２ 処分庁の主張の要旨 

   処分庁は、次のとおり、原処分に違法又は不当な点はないと主張する。 

(1) 次官通知第８の３(3)において、収入として認定しないものが列挙されて

いるが、本件収入はいずれにも該当しない。 

(2) 本件収入は、請求人が金銭を得ることを目的にＡ証券会社の口座開設キャ

ンペーンに申し込んだことで銀行口座に金銭が贈られる形で得られた収入

であり、贈与の性格を有する社会通念上収入として認定すべきものとして、

次官通知第８の３(2)イ(ｱ)における収入と判断することが妥当であり、その

他の臨時的収入には該当しない。 

 



第３ 審理員意見書の要旨 

 １ 原処分は、法令等の規定に従い、適正になされたものであるから、違法又は

不当な点は認められない。 

 ２ 請求人から審査庁に提出のあったＡ証券口座の明細の写しには、取引内容と

して「Ａショウケンコウザカイセツプログラム ゲンキンプレゼント」と、取

引金額として「4,000円」と、それぞれ記載されていることから、本件収入は

贈与等に当たるものというべきである。したがって、生活保護法（以下「法」

という。）の趣旨に照らせば、本件収入は請求人の最低限度の生活の維持のた

めに活用されるべき資産とみなすべきものであり、処分庁は最低生活に必要な

資産を上回る本件収入について適正に収入認定を行っているものと認められ

るから、請求人の主張を採用することはできない。 

 ３ 以上のとおり、原処分は、適法かつ正当に行われており、また、請求人の主

張には理由がないから、本件審査請求は、棄却されるべきである。 

 

第４ 調査審議の経過 

令和７年６月24日付けで審査庁である北海道知事から行政不服審査法第43

条第１項の規定に基づく諮問を受け、同年７月18日の審査会において、調査審

議した。 

 

第５ 審査会の判断の理由 

法による保護（以下「保護」という。）は、生活に困窮する者が、その利用

し得る資産、能力その他あらゆるものを、その最低限度の生活の維持のために

活用することを要件として行われるものとされている（法第４条第１項）。 

また、保護は、厚生労働大臣の定める基準により測定した要保護者の需要を

基とし、そのうち、その者の金銭又は物品で満たすことのできない不足分を補

う程度において行うものとされている（法第８条第１項）。 

保護の変更の決定に係る事務は、地方自治法における法定受託事務とされて

おり、厚生労働大臣は、当該法定受託事務を処理するに当たりよるべき基準（以

下「処理基準」という。）を定めている。 

処理基準によれば、就労に伴う収入以外の収入のうち、他からの仕送り、贈

与等による金銭であって社会通念上収入として認定することを適当としない

もののほかは、全て認定するものとされているが、不動産又は動産の処分によ



る収入、保険金その他の臨時的収入については、その額が、世帯合算額8,000

円（月額）を超える場合、その超える額を収入として認定することとされてい

る。 

そこで本件についてみると、請求人はＡ証券会社の口座開設キャンペーンに

よって本件収入を得たことが認められる。本件収入は、請求人のＡ証券口座開

設に伴い、特段その使途が限定されるなどの制約もなく、Ａ証券会社から請求

人に「ゲンキンプレゼント」として入金されたものであり、その性質は贈与と

解され、また、社会通念上収入として認定することを適当としないものと解す

べき事情は認められない。そして、保護は最低限度の生活の維持のためにあら

ゆるものを活用することを要件として行われるものであることから、本件収入

についても、請求人の生活の維持のために活用すべきものとして収入認定を

行ったことが認められ、かかる処分庁の判断に違法又は不当な点は認められな

い。 

なお、請求人は、仮に本件収入を収入認定するのであれば、収入認定基準に

基づき月額8,000円の控除が適用されるべきであるから、原処分は違法又は不

当であるとも主張しているものと解される。しかしながら、本件収入は、前記

のとおり贈与と解され、月額8,000円控除の対象となる不動産や動産の処分に

より得た収入、保険金その他の臨時収入には該当しないことから、請求人の主

張を採用することはできない。 

以上のとおり、原処分にはこれを取り消すべき違法又は不当な点は認められ

ず、審理員の審理手続についても、適正なものと認められるから、本件審査請

求は棄却されるべきであるとした審査庁の判断について、前記第１のとおり、

これを是認するものである。 
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